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議題１ 平成２１年度包括外部監査について  
 
１ 平成２１年度包括外部監査 

 平成２１年度の包括外部監査（包括外部監査人 弁護士 小林裕彦）が、

「外郭団体の事業及び岡山市の外郭団体等に対する統制」を監査対象事項

として、財団法人 岡山市水道サービス公社（以下｢公社｣という。）を含

む本市に設立されている外郭団体２３団体を対象に行われた。  
 
２ 平成２１年度包括外部監査の指摘 

  包括外部監査において、公社に対し次のような指摘を受けた。  
  本公社の受託事業は、本公社でしか行えないという専門性は見当たらず、

随意契約とする理由は説明困難である。  
また、委託料の積算内容を検討した限りにおいては、民間会社に委託し

た方がコストダウンの可能性は高いと考えられる。  
そもそも、地方自治体においては、今後、事務部門を含めた徹底的なア

ウトソーシングを実施していくべきであり、民間でやれることは、徹底的

に民間委託を行っていくべきである。  
よって、本公社は解散を検討すべきである。  
なお、解散により、本市は残余財産として、正味財産額相当額４３３，

５３４千円（平成２０年度末）を回収できる可能性が生じる。  
 
３ 平成２０年度の包括外部監査に対する水道局の対応 

  包括外部監査において「公社は、解散の可能性に関して厳正に再検討す

べきである。｣という指摘を受け、水道事業審議会に公社のあり方につい

て意見を求めた。  
水道局から、「公社を引き続き水道行政を支援、補完していく公益事業

実施機関として存続させる。存続するに当たっては、公社の自主性、自立

性を高めるため、役員数及び構成の見直し並びに職員派遣の見直しを行う。

また、事業については「水道事業の最終的な責任は公が負うべきである。｣

との基本的な考えのもと、水道事業を核事業、準核事業及び民間へ委託す

る事業に整理し、核事業は直営、準核事業については公社の有する専門性、

経験を安い経費で活用していく、また、水道局の補完組織としての役割を

積極的に果たすため、公社が一部事業を公社の経費で自主的に行う。」と

いう方針を示し、了解いただいた。  
  この方針に基づき、役員の２名減員（１１名を９名に）、局職員の役員

就任の中止（統括審議監の理事、企画総務課長の監事）、職員派遣の減員

（平成２１年度６名から平成２２年度２名に、平成２３年度から中止）を

行った。  
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  公社に委託していた事業については、水道管路図面等管理業務を核事業

として水道局直営とし、水道記念館受付案内業務及び貯水槽巡回点検サー

ビス業務を公社の経費で行う自主事業とし、水道施設等維持管理業務の一

部事業については競争入札を行うなどの見直しを行い、平成２２年度から

実施している。  
 
４ 平成２１年度の包括外部監査に対する水道局の対応 

  包括外部監査は、準核事業について公社の有する専門性、経験を安い経

費で活用していくという方針について、否定的な意見であり、それをもっ

て解散を検討すべきとしている。  
  水道局として、公社は、水道行政を支援、補完していく公益事業実施機

関として必要な団体であり、非営利法人である公社に委託するほうが経費

的にもベターであると考えているが、包括外部監査からの指摘を受け、改

めて準核事業について競争入札も含め、発注について検討を行っていく。 
 
 
 
※ 包括外部監査 

  最小の経費で最大の効果、組織及び運営の合理化を達成するため、外部

の第三者により、必要と認められる特定の事項について行われる監査制度

で、都道府県、政令指定都市、中核市に義務付けられている。 

  （地方自治法第２５２条の３６、第２５２条の３７） 
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平成１１年度 平成１３年度 平成１７年度

質 問 数
２１問

（枝番含めて３２問）
１２問

（枝番含めて１６問）
２０問

（枝番含めて２９問）

標 本 数 ２,９９５人 ３,０００人 ３,０００人

有 効 回 収 数 １,９７４人 ２,１７２人 ２,０５５人

有 効 回 収 率 ６５.９％ ７２.４％ ６８.５％

議題２ 「岡山市水道に関する意識調査」の実施について 

 
１ 調査目的 

（１）水道をとりまくさまざまな環境変化の中、利用者の意見や要望を的確

に把握することで今後の水道事業を効果的に推進する上での基礎資料

を得るため等  
（２）岡山市水道事業総合基本計画（アクアプラン２００７）アクションプ

ラン後期編（仮称 平成２４年度～２８年度）策定の参考とするため  
 
２ 調査方法 

（１）実施スケジュール（予定）  
  質問票送付   平成２２年 ７月（調査期間１５日程度）  
  調査結果報告書完成納品  １０月  
（２）調査対象  市内に在住する満２０歳以上の男女 ３,０００人  
         （住民基本台帳から無作為抽出）  
（３）調査方法  郵送配布・郵送回収  
 
３ 調査項目（案） ※別冊１ 具体案添付 質問数１７問（枝番含めて２６問） 
（１）水道水について  
①安全性について          ②蛇口からの水を飲んでいるか  
③浄水器の使用について       ④水道水以外の水の使用について  
⑤日常生活での節水状況について  
（２）広報活動について  
①水道に関する情報収集について   ②水道局のホームページについて  
③おいしい水のＰＲについて  
（３）事業・サービスなどについて  
①今後の水道局の活動で重要と思う項目  
②職員の対応について        ③水道施設の震災対策  
④備蓄水の有無について       ⑤水源林事業について  
⑥国際協力について         ⑦水道料金について  
⑧水道事業の民間企業参入について  ⑨水道事業に対する満足度について  

 
【参考】これまでの意識調査の状況 
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